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　化学物質は、エネルギー、材料、ファイン

ケミカルズ等として、衣食住をはじめ、スポー

ツ、レジャー等、われわれが文化的で豊かな

生活をする上で重要な役割を果たしてきた。

一方、化学物質には、爆発・火災災害、健康

障害あるいは環境汚染を起こす潜在危険を

持ったものもあり、その開発から、製造、流

通、貯蔵、消費、廃棄に至る全ライフサイク

ルにおいて、誤った取り扱いをすると、その

潜在危険が顕在化し、種々の社会的問題を引き起こす。しかしながら、化学物質に

潜在危険があるということだけで、化学物質の使用を制限したり、禁止したりすれば、

われわれの生活はずいぶんと不便なものとなろう。

　今後、化学産業の高度化、多様化、国際化はいっそう進展するであろうし、それ

に伴い化学物質自体の潜在危険や化学物質の取り扱いにおける潜在危険も増大する

ものと思われる。そのような状況の下で、われわれが化学物質の持つ利便性を享受

するためには、化学物質の全ライフサイクルにおいて、化学物質の潜在危険を正し

く理解し、化学物質の潜在危険が顕在化しないように正しく取り扱うことが重要で

ある。そのためには、化学産業界は開発・製造における安全の確保に努めるとともに、

ユーザーに対しても取り扱い時の安全のための支援をする必要があろう。

　（社）日本化学工業協会および日本レスポンシブル・ケア協議会の安全表彰会議に

おける安全表彰事業所の訪問や座談会で、安全への取り組みについてお話を伺う機

会を得た。また、地域対話に参加する機会も得た。近年の人や社会の変化、産業環

境の変化の中で、安全表彰事業所は、それぞれ歴史や風土も異なり、安全への取り

組みは種々異なるが、トップの安全への強い使命感とリーダーシップを基に、日本

のよき伝統に欧米のやり方をベストミックスさせ、安全の確保に懸命に取り組んで

いるのが印象的であった。また、ユーザーに対しても、地域対話、市民・学生対話、

ＲＣ報告書の発行等により、化学産業界の安全確保の取り組みに理解を求める等、社

会との連携に努めていることも実感した。

　安全・健康・環境に調和した物づくりを目指す我が国の化学産業の健全な発展の

ためには、化学物質にリスクが存在する以上、化学産業界として、リスク低減のた

めにいっそう努力することは当然であるが、ユーザーも化学物質のリスクの存在を

正しく理解し、ベネフィットとリスクを基に科学的に議論するという安全の基本の

考え方が理解できるような環境の醸成が必須である。社会との連携等、地道な努力

を続けていくとともに、長期的ではあるが、各段階における教育、特に、最も効果

的な家庭教育、初等・中等教育において安全の基本を身につけるための教育・啓発

が重要であろう。そのためには、教育現場への要請も必要であるが、化学産業界と

しても、初等・中等教育に対して化学への関心を高めるための教育・啓発支援に加

えて、安全の基本を理解するための教育・啓発支援を行うことも必要なのではない

かと思われる。

ベネフィットとリスクを基に
科学的議論ができる環境の醸成に向けて

VOICE

横浜国立大学教授

東京大学名誉教授

田村　昌三
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　氏　　名 　　　　　　　　役　　　　　　　　　職 備　　考
議長 小宮山　　宏 東京大学総長 継　　続
委員 飛鳥　　　滋 （社）日本作業環境測定協会　専務理事 継　　続
委員 岡本　　佳男 名古屋大学名誉教授 継　　続
委員 小野　　嘉夫 東京工業大学名誉教授 継　　続
委員 織田島　　修 化学工業日報社　代表取締役社長 新　　任
委員 小池　　康博 慶應義塾大学教授 新　　任
委員 田村　　昌三 横浜国立大学教授　東京大学名誉教授 継　　続
委員 早房　　長治 地球市民ジャーナリスト工房　代表　　　　　 継　　続
委員 山根　　香織 主婦連合会 会長 新　　任
委員 山本　喜久治 日本化学エネルギー産業労働組合連合会（JEC）　総研代表 継　　続

　第１１回ＪＲＣＣ顧問会議が平成２０年１２月１９日（金）に

東京証券会館にて開催されました。昨年度に大幅な委

員の交代を行いましたが、本年度も内規に基づいて３

名の新しい委員を迎え、計１２名の顧問会議委員全員の

出席を得ることができました。

　会議は小宮山議長の司会で進められ、冒頭に米倉会

長から日本の化学産業界の国内および世界と比較した

場合の位置付けについて挨拶があり、引き続いて事務

局より１年間の活動内容の説明が行われました。

　ＩＣＣＡに基づく国際的な活動の中で、地球温暖化対策

は米倉会長がリーダーの立場で活動を推進しているこ

とから、まず化学業界の温暖化対策の活動状況につい

て、質問がありました。会長は、第１に日本の化学産

業はエネルギー原単位削減目標を達成した上でさらな

る削減の努力を行っていること、第２に今後のＣＯ 2 削

減の体制について、排出権取引は国際間および産業分

野間の公正さをいかに保つかが極めて困難であり、日

本が主張しているセクトラルアプローチの方が実効性

があると説明しました。さらに、ＩＣＣＡで国際的なＬＣ

Ａ評価に１億円以上の予算を組んでおり、ＣＯ 2 削減に

有効に取り組めるよう評価を進めているという説明が

ありました。

　化学産業の評価が一般社会において実際以上に低く、

もっとＰＲが必要なのではないかという観点での議論が

顧問会議委員

行われ、各企業ともＲＣ報告書や公認会計士による監査

受審、市民との対話、学校教育への貢献等努力をして

いるが、もっと認知度を上げる努力が必要であるとい

う意見が多く出ました。

　その中で、学校教育、特に初中等教育の重要性が話

題になりました。企業では化学実験の基礎知識のない

新入社員が増えているという問題が提起され、大学に

おける化学志望の学生数の減少、一般社会において化

学製品は問題がある場合にのみマスコミに取り上げら

れ、身の回りにある化学製品が市民の生活を如何に便

利で快適にしているかの認識が欠如している等々の問

題が浮き彫りとなりました。子供たちは理科に興味を

示さないのではなく、実験ができる教師が少ないのが

問題であると指摘されました。化学企業は、いわゆる“出

前授業”や“出張実験室”をさらに充実させ、学校教

育に貢献していくことで、現状を改善できるように努

力していると説明されました。

　ただ、こうした取り組みは時間がかかるもので、一

朝一夕には成果は出ないだろうが、市民など一般社会

との対話を含め、継続していくことが重要であるとい

う結論になりました。

　その他、委員の方々より多くのご意見、ご指摘をい

ただき、ＪＲＣＣの活動の方向を決める上で、今後参考に

させていただきたいと思います。
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日本初の産業用火薬製造会社

——日本化薬の概要を聞かせてください。
山中　当社は日本初の産業用火薬製造会社として、1916 年
に設立されました。終戦直後の 1945 年に社名を日本化薬と
し、戦前からの火薬・染料・医薬の技術に樹脂技術を加えま
した。その後、農薬の技術を外部から導入し、基盤技術を融
合しながら発展してきました。現在の事業群は抗がん剤に
特化した医薬事業、世界シェア No.1 の半導体封止材用樹脂、
電子情報材料用樹脂組成物、光学機能フィルム・偏光板、イ
ンクジェット用色素等を扱う機能化学品事業、インフレータ
を中心とした自動車用安全部品を手掛けるセイフティシステ
ムズ事業、農薬を中心とするアグロ事業から成っています。
産業用火薬に関しては分社化し、連結売上高には含まれなく
なりましたが、事業所は厚狭工場の敷地内にあり、当社から
の出向・転籍等は行われています。グループ全体で情報通信・
医療・安全分野におけるニッチ市場での成長を目指して事業
展開を進めています。2007 年度の連結売上高は 1,449 億円で、
機能化学品事業と医薬事業が約 7 割を占めます。従業員は約

4,700 人、うち 1/3 がセイフティシステムズ事業と機能化学
品事業の海外従事者です。
——経営理念・方針は？
山中　「最良の製品・不断の進歩・良心の結合」を社是とし
ており、それに基づき「最良の製品を、技術革新と従業員の
良心の総和により、社会に提供し続けること」という CSR
理念を掲げています。特に最良の製品か否かを評価するのはお
客様であり、社会であるという点を常に念頭に置いています。
——レスポンシブル・ケア導入時の状況はいかがでしたか。
山中　JRCC 発足前の 1994 年からレスポンシブル・ケア導
入の準備を始め、95 年の加入と同時に「環境安全宣言」を
制定して本格的な活動に取り掛かりました。準備期間中から
レスポンシブル・ケアの内容を周知し、JRCC のご指導と当
社の真面目な社風も相俟って比較的順調に進んだと感じてい
ます。本社の環境安全推進部と工場の環境保安部のメンバー
が中心となり、教育や活動のスピードアップに取り組んで
くれました。1998 年から ISO14001 の認証取得に向けた活動
を開始し、2001 年までに単体の全 6 工場で、2007 年には海
外の 3 社を含めた連結 10 社で取得を完了しています。また、
2000 年からは環境レポート（現 CSR レポート）の発行も始
めました。当初の課題であった排水の COD・着色度軽減や
PRTR 対象物質・VOC 削減等は着実に進んでいます。

課題解決の取り組みが新技術の開発に

——活動内容を文書化する作業も大変だったと思いますが
…。
山中　ISO9001 を導入する際には非常に苦労しましたが、そ
の経験があったのでレスポンシブル・ケアや ISO14001 に関
しては、ある程度スムーズに対応できたと思います。
——レスポンシブル・ケアの理念の浸透に関しては？
山中　1970 年代の公害問題の頃は、法令等の規制値をクリ
アすることに主眼が置かれていましたが、その後の 20 年間
で総量を減らし、いかに環境負荷を低減するかという考え方

レスポンシブル・ケ　 ア活動を更に充実し、

社会から歓迎される　 会社を目指します。

from
 M

em
bers

日本化薬株式会社

難病介護者用滞在施設「あすなろの家」

執行役員　生産技術本部長　山中　信行さん
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レスポンシブル・ケ　 ア活動を更に充実し、

社会から歓迎される　 会社を目指します。
に世の中が変化してきました。当然、社員の意識も変わって
くる訳で、レスポンシブル・ケアは社会の要請に沿ったもの
だったと感じています。
——活動を進めていく中で、変化した点はありますか。
山中　自社技術の微生物による染料脱色装置の東京工場への
設置や、染料製造工程でのろ過工程省略による全量乾燥法の
導入で、大幅なＣＯＤ削減と同時に排水着色度を約１/10 に減
らすことができました。現在、海外工場でこの技術が活用さ
れています。また、ハロゲン系溶剤の代替品での合成開発等、
課題を解決するための取り組みが新たな技術の開発のきっか
けとなる面もありますね。

環境安全活動は信頼、評価に繋がる

——数値目標の達成状況はいかがですか。
山中　全社環境マスタープランに沿って、様々な取り組みを
行っています。VOC 排出量を 2010 年度に 2000 年度比 50％
削減という目標は、前倒しで達成しました。CO2 排出削減に
関しては設備の改善や製法の見直し、製品によっては製造中
止といった対策を講じ、2010 年度の目標値を上回る成果が
上がっています。更に従業員の家庭においても省エネルギー
等に取り組むよう、呼び掛けています。重要なのは、これか
ら先の対応であると認識しており、現在 2020 年に向けた目
標設定に取り掛かっています。
——環境安全活動に関するコストの捉え方は？
山中　例えば福山工場にガスボイラーを導入したことによ
り、全社の 4％弱に当たる CO2 の排出を削減することができ
ました。このような投資は直接収益を生むものとは限りませ
んが、お客様の信頼、社会からの評価に繋がると考えていま
す。実際に取引の条件となるケースも出てきていますから、
利益と全く無関係とも言えないと思いますね。
——環境対応製品について紹介してください。
山中　世界シェア No.1 の半導体封止材用エポキシ樹脂事業
を展開しており、特にハロゲンフリー製品はユーザー業界か
ら好評をいただいています。新規化学物質が含まれるイン
クジェット用色素等に関しては研究開発段階から安全性試験
を厳密に行い、環境負荷低減にも寄与する製品を提供して
います。最近では、副作用を軽減する DDS（Drug Delivery 
System）抗がん剤や染料技術を活用した色素増感太陽電池
の開発も進めています。

製品収率の改善により廃棄物削減

——社会貢献、コミュニケーション活動は？
山中　1998 年に「あすなろの家」という難病介護者のため

の滞在施設を、さいたま市にオープンしました。これはがん
の治療薬を提供するだけでなく、実際に小児がんなどの難病
と闘う子供さんとそのご家族を支援したいという考えから開
設したものです。地域とのコミュニケーションとしては工場
周辺地域のお祭り・イベントへの協力、スポーツ施設の開放、
小学校への出張授業等を行っています。工場見学会や説明会
では、リスクアセスメント・リスクマネジメントの内容を住
民の方々にご理解いただけるよう努めています。また、東京
工場のように住宅地に隣接している工場では消防訓練を自治
会と合同で実施するケースもあり、実際に民家の火災を当社
の自衛消防隊が出動して消火したという事例も報告されてい
ます。
——特に力を入れている活動はありますか。
山中　CO2 と並んで廃棄物の削減にも注力しています。その
ためには製品の収率を改善し、コスト低減を図ることも重要
だと考えています。実現すれば、次の設備投資に繋げること
も可能となりますから…。
——今後の目標を聞かせてください。
山中　現在、海外の拠点も含め各事業所に対し年 1 回行って
いる環境安全衛生診断を継続、強化し、環境負荷低減を一層
推進していきたいと思っています。そしてグループ全体のレ
スポンシブル・ケア活動を更に充実し、社会から歓迎される
会社を目指します。
——JRCCに対する要望はありますか。
山中　化学企業は各産業の基盤となる素材を供給し、環境問
題に責任を持って真摯に取り組んでいます。組立産業にはな
い原材料メーカーなりの苦労や優れた技術もあるはずですか
ら、そういった努力と成果について業界を代表して PR して
いただきたいと思っています。

第48回
from Members

�

環境安全衛生診断
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レスポンシブル・ケア報告書２００８報告会
　２００７年度のＲＣ活動についてまとめた「レスポン

シブル・ケア報告書２００８」の報告会を２００８年１２月

に開催しました。９日東京（自動車会館）、１７日大

阪（ホテルモントレグラスミアハウス）で参加者は

それぞれ１３３名、９５名でした。

　報告書の内容をダイジェストに説明した後、事例

発表と講演を「循環型社会の構築に向けて」をテー

マとして行いました。

１．挨拶
　　東京会場：西出　徹雄　ＪＲＣＣ事務局長

　　大阪会場：中田　三郎　日化協常務理事

２．報告書内容説明
　　東　眞幸　報告書ＷＧ主査（協和発酵キリン）

３．事例報告５社（内容別掲）
４．講演（内容別掲）
　東京会場：（独）産業技術総合研究所　安全科学研究部門　社会と LCA 研究グループ　田原　聖隆氏

　大阪会場：武蔵工業大学　環境情報学部　環境情報学科　准教授　伊坪　徳宏氏

事例報告
テーマ：「循環型社会の構築に向けて−省エネ・ＣＯ２削減及び廃棄物削減」

東氏

早坂氏

松久氏

昭和電工株式会社
技術本部環境安全室　野村　正義氏
「小山事業所鋳造工場の環境対策」
　溶解炉、熱処理炉の燃料を、A 重油から液化天然ガ

スに変更、また溶解炉の燃焼バーナーに排熱回収タイ

プを採用し熱効率を向上

させ省エネ・ＣＯ２排出

量削減。その他騒音対策

などの紹介。

東レ株式会社
環境保安部　早坂　和裕氏（東京）　
ＡＣＭ技術部　松久　要治氏（大阪）
「炭素繊維活用による環境改善」
　軽量で比強度・比弾性率に優れた炭素繊維の活用に

よる環境負荷低減やク

リーンエネルギー製造な

ど地球温暖化対策への貢

献を紹介。航空機や自動

車に使用し軽量化するこ

とによりＣＯ２削減。
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　今回は「低炭素社会の構築に向けて」をテーマとして、

東京では（独）産業技術総合研究所の田原氏に、大阪

では武蔵工業大学の伊坪氏に「カーボンフットプリン

トとライフサイクルアセスメント」について講演をお

願いしました。

　東京の講演では、環境問題は地球温暖化、酸性雨、

オゾン層の破壊などの問題を個々に解決しようとして

も難しく、環境影響を総合的に評価して対応する必要

があること、これがライフサイクルアセスメント（ＬＣ

Ａ）であることをわかりやすく説明していただきまし

た。その後ＬＣＡの進め方として①目的と調査範囲の設

定、②インベントリ分析、③影響評価、④結果の解釈

のそれぞれについて具体的な説明がありました。具体

例としては冷蔵庫のＬＣＡについて説明し、最後にＬＣＡ

を進めている会社の紹介、ＬＣＡのＩＳＯ化と国内標準化

低炭素社会の構築に向けて
−カーボンフットプリントと
ライフサイクルアセスメント−

にも触れました。

　大阪では、ライフサイクルの視点に立った設計が重

要である例として、上質紙と再生紙や、ハイブリッド

車とガソリン車の評価結果、またインベントリ分析の

行い方の説明がありました。後半では今後の製品設計

には環境影響の網羅性を重要視することが重要であり、

ＬＣＡにおける環境影響評価法としてＬＣＡ国家プロジェ

クトのＬＩＭＥ（Life-cycle Impact assessment Method 

based on Endpoint modeling）の概要と、これを使っ

て分析した例として内装材のアロフェン系調湿建材と

ビニルクロスの原料、製造、使用、廃棄の各段階の評

価結果等が紹介されました。前半は事例の紹介を丁寧

に行っていただき大変理解しやすく、後半の時間が足

りなくなってしまったのが残念でした。

　 講 　 　 　 　 演 　 　

田原氏 伊坪氏

ライオン株式会社
ＣＳＲ推進部環境保全推進室　波多　賢治氏
「ライオンのＣＯ２削減事例報告−商品を通じたＣＯ２排出量削減−」
　ＣＯ２の削減、資源の循環など環境に配慮しＬＣＡの視点で定めたエコ基準に沿って

商品の開発を推進。衣料用洗剤は植物原料の活用により、使用後の生分解によるＣ

Ｏ２排出量削減。

日立化成工業株式会社
新材料応用開発研究所　前川　一誠氏
「ＦＲＰのリサイクル技術」
　高強度、耐環境性が良いなど利点の多い繊維強化プラスチック（ＦＲＰ）の短所で

あるリサイクル困難という課題への取り組み。粉砕などの前処理の必要なく常圧下

で溶解し各原材料に分離する技術の開発。

下関三井化学株式会社
工場企画・生産技術グループ　佐藤　英俊氏
「燐酸プロセスを利用した不用酸類の再資源化技術開発−循環型社会への貢献−」
　従来、危険性・腐食性のため取り扱い困難だった廃酸、汚泥を再資源化し工業製

品へリサイクルする技術の開発。耐酸設備等のインフラが整備された燐酸製造設備

によって廃棄物中の有効成分を回収、製品に転化。
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宇部興産株式会社
千葉石油化学工場

家族工場見学

いて語り合える職場風土を創出するため、約２０年前か

らこの安全小冊子を毎年全従業員に配布し、毎日の職

場ミーティングで活用しています。この安全小冊子に

は、各職場での安全活動、各種法的要求事項、過去の

災害事例やヒヤリハット等の様々な内容が日めくりカ

レンダーの形で盛り込まれ、従業員の感性を高めるこ

とに役立っています。また、従業員自らの手で製作・

見直しを行っているので、従業員の参画意識を高める

ことにも有効です。

地域とのコミュニケーション

　当工場は、隔年で開催されるＲＣ千葉地区対話集会

に参加しており、今年２月には約８０名の方が工場見学

に来場されました。また、当工場単独でも、隣接する

道路の清掃や毎年６月に開催される「五井臨海まつり」

といった地域行事に参加している他、近隣小学校の工

場見学や高校・大学生のインターンシップ受入れを積

極的に行っています。

　このように私たちは社会に開かれた工場を目指し、

地域の皆様との交流を大切にしています。

事業所の概要

　千葉石油化学工場は、当社化学部門の生産拠点の１

つで、東京湾沿いに広がる京葉コンビナートに位置し

ています。

　１９６５年に操業を開始した高圧法ポリエチレンを始

め、合成ゴム、気相法ポリエチレンと事業を拡大し、

現在では電子回路基板も製造しています。

　当工場が生産するポリエチレンは、焼却時にダイオ

キシンなどの有害ガスが発生しないため、食品包装や

シャンプー等の詰め替え容器に用いられています。ま

た、合成ゴムは天然ゴムに比べて弾性がよく、耐摩耗

性に優れていることから、自動車タイヤなどのゴム製

品の軽量化に貢献しています。

レスポンシブル・ケア活動

　石油化学製品を主力とする当工場では、地域の皆様

に信頼され、貢献し、共に繁栄するべく、事業運営を

進めています。このため、いち早くＩＳＯ９００１、ＩＳＯ

１４００１、ＯＨＳＡＳ１８００１及び保安管理のマネジメント

システムを構築・運用して、４つの安全（労働、環境、

設備、品質）の確保と安定操業に取り組んでいます。

　特に環境面では、化学物質の排出削減に重点を置き、

工場で発生する廃溶剤・廃ガスをボイラーで燃焼させ

るシステムを構築して大気への流出を防止しています。

また、普段溶剤を取り扱わない従業員をモニターに選

任する臭気モニター制度を導入し、少しでも臭気を感

じたならば、すぐに連絡して異常の早期発見に努めて

います。

　当工場の特徴ある活動としては、安全小冊子「３６５

日集」を発刊が挙げられます。従業員が日々安全につ

工場全景

安全小冊子「365 日集」
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ダイソー株式会社
水島工場

ＲＣ岡山地区第６回地域対話　当社発表の模様

水島工場全景

2008 年 9月　塩素ガス漏洩事故防災活動の状況

事業所の概要

　ダイソー㈱水島工場は岡山県水島コンビナート地区

南東に位置し、１９７０年に大曹有機㈱水島工場としてス

タートしました。当初はダイソー㈱（当時は大阪曹達

㈱）における有機合成の出発原料となるアリルクロライ

ド及びエピクロルヒドリンの生産を開始しました。その

後、生産規模の拡大、自社開発技術によるエピクロルヒ

ドリンを原料とした特殊合成ゴム（商品名：エピクロ

マー）を生産品目に加え、業容を拡大してきました。事

業所名は、１９８７年の大阪曹達㈱への吸収合併、１９８８年

の社名変更により現在の事業所名となっています。敷地

面積約８万ｍ 2 と広くはありませんが、多量の高圧ガス

及び危険物を取り扱う、石災法レイアウト対象事業所と

して生産活動に取り組んでいます。

　　　 

レスポンシブル・ケア活動

　ダイソー㈱は１９９５年の発足当初より日本レスポンシ

ブル・ケア協議会に参加し、「人と環境にやさしい企業」

を目指して高品質で安全な製品の供給に努めるととも

に、これまで培ってきた技術を駆使して、地球環境の保

全とより豊かな社会の実現に取り組んでいます。

１．環境負荷低減への取り組み

　当事業所は２０００年１０月にＩＳＯ１４００１の認証を取得

し、「環境にやさしい工場」を目指して環境負荷低減、

法的及びその他の要求事項の遵守、緊急事態への対応な

どの諸活動を継続的に改善することによって、省資源・

省エネルギー・廃棄物の削減・リサイクルを推進してい

ます。また、当事業所では水を多量に使用するプラント

も保有していることから、排水処理設備の充実に力を入

れ、安定的な排水処理を行っています。

２．労働安全衛生と保安防災への取り組み

　当事業所は特に危険物、高圧ガス、毒劇物等の取り

扱いを安全か

つ確実に行う

ため、安全に

関する取り組

みを企業経営

の最重要課題

と捉えていま

す。特色ある

内 容 と し て、

リスクアセス

メントに基づ

く「重大事故

防止作戦」、１９７６年より継続している保安防災を中心と

した活動である「ＺＡ（ゼロ・アクシデント）作戦」など、

全員参加で事故災害の撲滅に取り組んでいます。

　当事業所は岡山県高圧ガス地域防災協議会から指名

された防災事業所であり、２００８年に近隣での高圧ガス

ボンベからの毒性ガス漏洩事故に際し、岡山県の要請を

受けて防災活動に出動し、日頃の防災訓練で習得してい

る技術を生かして適切な処置を実施しました。

　また、厚生労働省から中央労働災害防止協会に委託さ

れた、２００６年度及び２００７年度の有害物ばく露調査にも

積極的に参加し、有害物質のリスク評価のためのデータ

収集に協力しました。

地域とのコミュニケーション

　環境週間、ゴミゼロの日、瀬戸内海・宇和海クリーン

作戦など週間行事にも積極的に参加し、工場周辺の道

路、海岸の清掃活動を実施するなど、地域社会との共生

に努めています。

　さらに、ＪＲＣＣ会員としてレスポンシブル・ケア岡山

地区地域対話にも積極的に参加し、地域自治会や関係行

政との交流も深めています。２００８年１１月に開催された

ＲＣ岡山地区第６回地域対話では「廃棄物削減活動への

取り組み」について発表しました。
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　２００８年１１月７日（金）にサンルート徳山にて開催さ

れました。この地区の特徴は自治会や市民団体の方が

５４名、学校関係者（先生、学生）が２８名も参加してい

ることです。行政８名の参加を含めて、２０１名の参加が

ありました。

　基調講演は関東学院大学法学部教授の織朱實先生か

ら「台所から考える環境問題」という演題で行われ、環

境問題を身近なものとして考える上で分かり易い内容

となっていました。特に過去の公害問題（被害者と加害

者が明確）と環境問題（全員の生活が環境負荷を与えて

いる）の違いなど、予稿集だけでなく、ホワイトボード

を使って分かり易い説明が行われました。

　続いて企業からの活動事例は、住民の方々への事前

アンケートから関心の高かった、「環境保全の取り組み」

について日本化学工業㈱徳山工場が、「南陽工場の保安

防災活動」について保土谷化学工業㈱南陽工場が、「東

ソーにおける CO ２削減に向けての取り組み」について

東ソー㈱南陽事業所が説

明を行いました。それぞ

れ１５分間の発表でした

が、簡潔にポイントが説

明されていました。

　パネル討論は「地球温

暖化防止に向けて」とい

う大きなテーマを取り上

げました。基調講演を

行った織先生がファシリ

テーター役で、自治会か

らの２名を含む９名のパ

ネラーで行われました。

地球温暖化防止について

企業としての立場と市民

としての立場からどのよ

うなことができるかとい

うチャレンジ的なテーマ

各地で地域対話を開催
　２００８年度の地域対話は８地区で予定され、今までに 4地区で開催されました。山口東地区、兵庫地区、
岡山地区、大阪地区の内容をお伝えします。

第６回　ＲＣ山口東地区地域対話
で、ファシリテーターが市民の発言を引き出すよう努力

されていました。残念ながらテーマが大きすぎたことと

パネラーが多すぎたためか十分な討論ができなかった

という印象がありました。　

　第二部となる意見交換会にも多くの方が出席されて、

和やかな意見交換ができました。
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第５回　ＲＣ兵庫地区地域対話
　第５回ＲＣ兵庫地区地域対話が、２００８年１１月８日（土）

に尼崎市労働福祉会館で開催されました。参加者１６５名

のうち、地域住民の方が４９名と多く、また地区の社会

福祉協議会の方が１４名、行政等からも８名の参加があ

りました。

　阪神淡路大震災を経験していることから、（財）ひょ

うご震災記念２１世紀研究機構・人と防災未来センター

の紅谷主任研究員により、“大地震、その他緊急事態に

備えて〜災害の危険から命を守るために〜”というテー

マで基調講演が行われました。地震の講演というと、被

害状況の大きさの説明に終始することが多いのですが、

本講演は地震発生に備える企業の事前対策・心構えを

説く内容であり、さらに人は自分でコントロールでき

る、あるいは内容がよくわかるリスクについては実際よ

り小さく感じ、よくわからないリスクについては実際よ

りも大きく感じるというリスクの本質問題と、情報の共

有・コミュニケーションの大切さというリスクコミュニ

ケーションの本質について言及しており、非常に対話集

会にふさわしい講演内容でした。

　また、企業の事例発表は、事前のアンケート調査から

テーマを絞り、日油は「環境保全・保安防災の取り組み」

について、積水化学工業は「環境保全と防災活動の取り

組み」について、関西ペイントは「レスポンシブル・ケ

ア活動について」についての発表として、各社の特徴を

生かして重ならないように配慮されており、また事前

アンケートで出された要望・疑問点を取り入れた発表と

なっていました。

　尼崎地区は化学コンビナートではなく各社の事業所

の場所が離れており、対話集会開催には苦労も多いと思

われますが、各事業所を中心に多くの住民の方に参加い

ただいていることから、双方向のコミュニケーションの

場として、非常に有意義な対話であったと思われます。

11
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第６回　ＲＣ岡山地区地域対話

　第６回ＲＣ岡山地区地域対話が、２００８年１１月１３日（木）

に水島国際ホテルで開催され、地域住民の方２７名、行

政１７名を含む１２４名が参加しました。主催者より女性の

住民の方に参加を呼びかけた結果、１０名の参加を得る

ことができました。

　テーマとして“事故防止”、“廃棄物処理”、“光化学ス

モッグ問題”の３つが取り上げられ、やや盛りだくさん

の内容とも思われましたが、見学・基調講演と企業の事

例報告を組み合わせ、参加者にうまく対話の趣旨が伝わ

るように工夫されていました。　

　対話集会は、水島エコワークス㈱の見学から始まりま

した。同社は水島コンビナート地区の企業が８０%、残り

を行政が出資した廃棄物処理会社で、一般廃棄物と産業

廃棄物を年間１５万トン処理し、分解炉から出た合成ガ

スと回収有価物を、製品として販売しています。遠隔操

作による廃棄物の投入以外はほぼ自動化され、臭気も少

なく、きれいなプラントであり、見学路も整備されてい

ました。また、ダイソーの廃棄物削減とリサイクルとい

う事例発表と合わせ、住民の方々には印象に残る企画で

あったと思います。

　水島コンビナートの事故防止活動については、岡山県

消防課による事故発生状況と企業と一体となった削減

への取り組み、および日本ゼオンの活動事例が紹介さ

れ、官民一体となって事故防止に取り組んでいる状況が

説明されました。

　また、光化学スモッグの発生増加を受け、岡山理科大

学理学部の野上教授による基調講演で発生メカニズム

を分かりやすく説明し、三菱化学による企業のＶＯＣ削

減対策事例と合わせ、住民の方々の理解も深まったと思

われます。

　パネル討論では、パネリスト席も壇上ではなく参加者

と同じ高さの床に設け、堅苦しさを取り除いていまし

た。会場からの質問は少なかったのですが、あらかじめ

準備した質問票に記載された質問を取り上げ、住民の

方々が関心の高い質問にはよく答えられていたと思い

ます。座長の野上教授と女性の総合司会（アナウンサー

で前回対話に続き 2 回目の司会）の進行もスムースで、

質問に対し分かりやすい回答を企業から引き出してい

ました。

　今回の対話の進め方は、他地区でも参考にできる部分

が多いのではないかと思います。
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各地で地域対話を開催

　２００８年１１月１９日、第５回レスポンシブル・ケア大阪

地区地域対話が堂島ホテルにて開催されました。大阪地

区は加盟企業１７社１８事業所の所在地が広範囲に分散し

ており、また住宅地に近接した事業所が多いことが特徴

です。そのため対話の対象範囲をどうするか、特定の地

区に絞ってその近隣の住民をターゲットとするか、全事

業所の近隣住民を対象とするかは企画段階でかなり議

論されました。結果的には今回は大阪地区全体を対象と

し、企業の活動紹介と一般の活動事例の紹介という構成

になりました。参加者１６２名のうち自治会・市民団体か

らの参加が１９名という数は比率からすると少し寂しい

ですが、上記のような理由で身近な問題として参加する

住民を募るのがなかなか難しいようです。

　開会挨拶の後、ＪＲＣＣによるＲＣ活動の紹介に続き、

大阪地区企業におけるＲＣ活動の紹介が行われました。

このように大阪地区会員企業全体としてのパフォーマ

ンスや活動事例をまとめて紹介するのは初の試みでし

たが、大阪府地図上に各事業所の所在を示すなど工夫が

見られ、他のコンビナート地区との立地条件、環境等の

違いもよくわかりました。

　次の各社の事例報告では従来から住民の関心の高

かった環境、保安防災にテーマを絞り、特に環境問題に

関しては化学物質の削減報告以外にも市場ニーズに対

応した環境商品の開発・技術についての紹介を行い、参

加者が身近な問題として感じられるような発表にして

いました。はじめに住友化学のＣＳＲ活動および大阪工

第５回　ＲＣ大阪地区地域対話

場の地域コミュニケーション活動が紹介されました。Ｃ

ＳＲ活動については特に国際的な社会貢献活動に関する

紹介として、自社開発製品の蚊帳を活用したアフリカ支

援がＤＶＤで紹介されました。質疑応答では蚊帳の安全

性についての質問などがあり、十分な調査研究が行わ

れていることが説明されました。次に日本ペイント寝屋

川事業所の環境保全活動として環境に配慮した塗料な

どの商品開発や部門毎に排出量を計測管理する産廃削

減システムなどが紹介されました。また、地域コミュニ

ケーション活動として大学の講義への協力、子供１１０番

の登録等、身近な支援活動についても紹介されました。

最後にダイキングループの発表では、まずグループとし

て環境に配慮した商品作りやフロンガス、エアコンを製

造・販売している企業としての温暖化ガス削減の取り組

みなどが紹介されました。また、淀川製作所としての環

境活動や保安防災、地震時の地域へ支援活動（防災備品

の貸し出し、地域駆け付け隊の設置）が紹介されました。

　最後に、より市民に近い、話題性のあるテーマとして

大阪府立西野田工科高等学校の先生より「高校生が実施

した、屋上緑化による温暖化防止の取り組みについて」

と題した講演がありました。生徒の環境保全意識を高

め、循環型社会の形成を支える有為な人材の育成を図る

ことを目的として、生徒自身が実践した屋上緑化の取り

組みの紹介で、屋上緑化のデザインから計画・実施・効

果の測定等、苦労話を交え講演されました。生徒と教師

の見事なコラボレーションであり、信頼関係が伺えまし

た。一般市民の立場からも大変興味深い内容でした。
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　第 5 回大阪消費者対話集会が２００８年１１月２７日（木）
に大阪市立総合生涯学習センターにて開催されました。
　参加者は消費者側から 6 名（コンシューマーズ京都・
全大阪消費者団体連絡会・コープきんき事業連合）、大
学から 1 名、ＪＲＣＣ側から８名の計１５名でした。
　今回は「化学製品の安全情報の伝わり方−発信者／受
信者の情報ギャップ」をテーマに行い、ＪＲＣＣより化学
製品情報の伝わり方についてプレゼンテーションした
後、対話参加企業（住友化学・花王・三菱レイヨン）よ
り、化学製品情報伝達事例の紹介を行いました。
　自由討議では、ＮＩＴＥの事故情報収集制度報告書によ
ると、事故の原因のほとんどは製品の誤使用や不注意に
よる、という説明に対し、消費者側からは実際に誤使用
をしている消費者に誤使用をしているという意識がな
い場合がほとんどなので、使用前に正しい使用方法を認
識させるためには消費者教育が必要だが、そこはどうし
ているのか、という質問がありました。企業側から、Ｈ
Ｐ閲覧数がとても多いのでよくある質問Ｑ＆Ａを充実
させ、質問にしっかり回答することにより、誤使用が減
るように努力しているという報告がありました。
　誤使用を防ぐ方法について、消費者側から製品には表
示があるが、たくさん掲載しても読まない場合が多いの
で、それを前提としたわかりやすいマークを容器につけ
てもらいたいといった意見が出ました。
　情報の伝え方のミスマッチはおそらくなくならない
だろうが、情報をいかに消費者まで正確に流すかが化学

業界の今後の課題と指摘されました。それに対し、日
化協をはじめとする国際化学工業協会協議会が現在推
進していることは、化学製品の安全性をより高めるこ
とと、エンドユーザーまで情報をしっかり流すことで
あり、化学企業を風上として、風下に向けて情報伝達を
順々に行っていくように心がけているという回答があ
りました。
　化学企業と消費者の情報伝達のギャップを埋めるた
めには、現在スーパーなどの小売りまでに及ぶコミュニ
ケーションが不足しているため化学企業と消費者の対
話だけでなく、その間に入る小売り側との対話も必要で
あると感じました。

消費者対話
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していたのに残念であるという声が聞かれました。
　ライオンからは、「ライオン・エコ基準」という取り
組みと、洗剤の成分を合成品から天然のパ−ム油に切り
替えたこと、および環境影響の評価手法としてライフサ
イクルアセスメント（ＬＣＡ）が紹介されました。消費
者の認識としては、ＬＣＡの手法はあまりなじみがなく、
カーボンフットプリント程度の認識に止まっており、商
品に表示する予定はないのかという質問がありました。
これに対し、ＣＯ２算出基準が産業界で統一されておら
ず、まだこれからの検討課題であると説明されました。
　洗剤に関連して、企業は香り付き洗剤など、ＣＯ２よ
りも売れる製品開発に偏っているのではないかという
厳しい質問もありました。これに対し、夜中に洗濯して
部屋の中に干すというライフスタイルの変化からくる
新しいニーズに基づいて開発されたという経緯があり、
企業は環境とニーズの折り合いをつけながら製品を生
産していると回答されました。
　最後に消費者側参加者より、ＣＯ２削減の進み方と企
業の努力がよく分かって、勉強になったという意見をい
ただきました。市民・企業の相互理解のためには、この
ような対話を継続していくことが最も重要であるとい
うことについては異論がなく、今後とも継続していくこ
とを確認しました。

　第１２回東京消費者団体対話集会が、２００９年１月２１日
に主婦会館プラザ F にて開催されました。本対話集会
は、全国消費者団体連絡会を窓口として毎年開催してい
るもので、平成２０年度は、５月に昭和電工㈱川崎製造
所のプラスチックリサイクルプラント見学と併せて実
施した対話集会と含めると、２回目の開催になります。
消費者側より、全国消費者団体連絡会の呼びかけに応じ
て、主婦連合会、生活協同組合、東京都地域消費者団体
連絡会など８団体から、１５名の参加がありました。
　今回の対話集会では、市民の関心の高い地球温暖化を
テーマに取り上げ、化学企業のＣＯ２削減に向けた取り
組みを紹介し、意見を交換しました。まず日本化学工業
協会より、京都議定書の仕組みと産業界全体の自主的な
ＣＯ２削減活動を分かりやすく説明した後、富士フイル
ム㈱とライオン㈱の２社より、それぞれの取り組み事例
を紹介しました。
　冒頭の京都議定書に基づく国内のＣＯ２削減の現状で、
産業部門は削減しているが家庭部門が増えているとい
う説明に対し、海外ではどうかという質問があり、明確
な数字はないが、生活が便利になるのと併せてどこの国
でも増えているようであると回答されました。
　また、富士フイルムのレンズ付きフィルム“写るんで
す”が、国内での販売減少によって海外へ製造をシフト
したという説明に対し、折角リサイクルシステムが完成
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　会員交流会では、２００８年９月３０日に施設
見学会を初めて開催しました。
　今回は東京スーパーエコタウン内の PCB
廃棄物処理施設とガス化溶融等発電施設の見
学を行いました。東京スーパーエコタウンは
東京お台場の南の埋め立て地域に８つのリサ
イクル施設からなっていますが、今回は化学
に関係が深い２つの施設の見学を行いまし
た。他には建設資材、情報機器、食品のリサ
イクル施設があります。
　はじめに PCB 廃棄物処理施設の日本環境
安全事業㈱東京事業所を見学しました。トラ
ンス等から PCB を取り出す設備、PCB を分
解する設備等丁寧に説明を受けて見学ができ
ました。参加各社とも PCB の処分に困って
いるため、熱心に見学し、質問をしていまし
た。次にプラスチック類や感染性医療廃棄物
のサーマルリサイクル施設である東京臨海リ
サイクルパワー㈱を見学しました。国内最
大級の施設で、２３,０００KW の発電を行っ
ています。
　今回参加者は１２名と少なかったものの、
じっくり見学ができたこともあり、参加者の
感想は大変良いものでした。

会員交流会
施設見学会を実施しました

　今年度はプロダクトスチュワード
シップ（PS）の勉強会を開催しました。
２００２年に開催された環境開発サミッ
ト（WSSD）で「２０２０年までに化学物
質の悪影響を最小化する」ことが採択さ
れ、ICCA が２００６年の第 1 回国際化学物
質管理会議（ICCM-1）で、GPS（Global 
Product Strategy）の実施を宣言しまし
た。この中の化学品管理の強化プログラ
ムが PS ですが、現実的には各社はどの
ようなことを行うかが分かりづらく、悩
んでおられることから、今回 PS の勉強
会を開催することにしました。
　第１回目は１１月１８日に開催し、約５０名の参加がありました。第１
回目は PS が生まれた経緯と、ICCA の PS プログラムについて、日化
協化学品管理部の佐々木部長から説明が行われました。また参加者か
らは事前の質問もあり、この回答も合わせて説明することで参加者の
理解が深まったのではと感じられました。
　第２回は JRCC と日化協の共催で、１月２６日に開催されました。
ICCA　PS ガイドラインの説明と、ダウ・ケミカル日本から実際の活
動内容の紹介がありました。
　今後も引き続き勉強会を開催します。

会員交流勉強会



1�JRCC NEWS �009 冬季号

　２００８年１１月１４日、株式会社クレハが１社で行ってい
るレスポンシブル・ケア地域対話が勿来市民会館で開催
されました。クレハグループの環境に対する取り組み等
を説明し、安全に関する適切な情報を開示し住民の方々
との信頼関係を深める目的で毎年行われ、今年で６回目
となります。
　クレハ生産本部いわき事業所の主催ですが、この事業
所ではクレハの製品のほとんどが製造され、その数は１００
種類以上と国内最大級の規模です。会場ではＲＣ活動や自
社製品を紹介するパネルと、つり糸、ラップなど一般に
なじみのある製品の現物も展示され住民の方々の関心を
呼んでいました。
　参加者は１２０名で、そのうち自治会など地域住民の方が
４１名、地域団体より２０名、行政機関が１２名でした。はじ
めの講演では福島県生活環境部よりリスクコミュニケー
ションの必要性について説明されました。福島県は平成
１６年からリスクコミュニケーションに力を入れ、説明会
などを行っており、クレハもその説明会で事例発表を行
うなど協力しています。次にクレハグループの発表に移
り、いわき事業所のＲＣ活動の説明、昨年のアンケートで
要望の多かった呉羽総合病院の介護老人保健施設の説明、
環境や資源の面から見た自社製品の紹介と続きました。
その後、事業所と介護施設の見学が行われました。この
日の地域対話の様子は地元新聞にも掲載されました。

　東邦テナックス㈱揖斐川事業所は、帝人㈱の子会社と
して炭素繊維部品（コンポジット）の製造を行っていま
す。住民の方々との対話集会は隔年開催で今回が2回目で、
２００８年１１月２７日に事業所の会議室で行われました。
　当日は近隣地区区長の方々 5 名、行政から 4 名、主催
者として東邦テナックス㈱揖斐川事業所、東邦テキスタ
イル㈱揖斐川工場から 8 名が参加して行われました。
　会社及び事業所概要について事業所長からの説明に引
き続き、環境・安全・防災活動について説明がありました。
当事業所は加工等が主であることから環境へのリスクは
大規模コンビナートと比較して少ないことを説明した後、
地球温暖化問題では CO2 の削減目標と結果、化学物質削
減、廃棄物削減等も目標と現在までの状況を分かり易く
説明していました。また安全面でもリスク評価を行うと
ともに、訓練、防災設備の説明、部署別の防災対策等の
説明が行われました。また地域との共生として岐阜県地
球温暖化防止センターの取り組みに参加し、CO2 削減量

を金額換算して環境保全団体を支援する活動を行い、昨
年度は約１００万円を援助したことが報告されました。
　工場見学に引き続いて、「企業のあるべき地域貢献」に
ついてディスカッションを行いましたが、事業所への要
望等にたいする回答で時間がなくなってしまったのが残
念です。
　次回はディスカッション（コミュニケーション）を中
心とした会にするということです。

　また、いわき事業所では広報誌「にしき」を発行し、
RC 活動や製品だけでなく神社の祭事の紹介や、住民の方
に登場していただき趣味やボランティア活動などの紹介
を行うなど、地域との親睦を深める場として活用してい
ます。

株式会社クレハが
地域対話集会開催

東邦テナックス株式会社が
対話集会開催
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　ＪＲＣＣは２００１年からＡＳＥＡＮ諸国に対しレ
スポンシブル・ケア支援を行っています。支援
は、ＪＥＴＲＯ（日本貿易振興機構）、ＪＯＤＣ（海
外貿易開発協会）、ＡＯＴＳ（海外技術者研修協会）
等の機関を通じ行っています。これまでにタイ、
フィリピンの支援を終了しました。現在ベトナ
ム（現在中断中）、ミャンマー、インドネシア
の支援を継続中です。
　ＡＳＥＡＮ諸国のレスポンシブル・ケアレベル
は国により異なります。ＩＣＣＡはレスポンシブ
ル・ケア導入手順を「レスポンシブル・ケア実
施基本要件」として次のように定めています。
　１）レスポンシブル・ケア指導原理の策定
　２）ロゴマークの採用と管理
　３）コード、指針類の策定
　４）パフォーマンス指標の設定
　５）メンバー以外の利害関係者とのコミュニ
　　　ケーション
　６）メンバー間でのベストプラクティス情報
　　　の共有
　７）企業へのレスポンシブル・ケア普及推進
　８）検証の導入
　インドネシアは、レスポンシブル・ケア導入
の最終段階である検証を既に実施していまし
た。しかしＡＣＣ（米国化学協会）より検証関
連文書は入手できましたが、具体的検証方法、
検証員育成方法について十分な指導が得られな
いという問題を抱えていました。
　インドネシアの検証は、レスポンシブル・ケ
ア・コードを評価基準とするパフォーマンス審
査でした。パフォーマンス審査を行うに必要な
文書（質問表と評価基準）は整備され、十分と

は言えないものの検証員の訓練も終了していま
した。そこで、パフォーマンス審査にＪＲＣＣが
実施しているハウツー審査を加え、ＫＮ –ＲＣ
Ｉ（インドネシア・レスポンシブル・ケア協会）
の検証レベルの向上とハウツー審査に対応でき
る検証員の育成を支援することにしました。
　２００７年度、２００８年度は、検証員実地訓練

（２００７年度１５名、２００８年度１１名参加）とＫＮ
–ＲＣＩ側のトレーナー育成（対象 1 名：支援終
了後、ＫＮ–ＲＣＩとして検証員を育成する役目）
を行いました。
　検証員実地訓練では、ＪＲＣＣの活動検証（労
働安全衛生）とほぼ同じ内容の質問表を使用し、
検証員候補生の質問の仕方をＯＪＴで指導しまし
た。ＯＪＴには、トレーナーが全て同席し、検証
員育成方法を学びました。２００８年度後半のＯＪ
Ｔでは、専門家の代わりに候補生の指導ができ
るまでにトレーナーは成長しました。ＯＪＴ終了
後、候補生の評価を 5 段階で行いました。
　ハウツー審査は、候補生にはなかなか難しく、
2 年間の実地訓練で合格ラインに達しているの
は 4 名位でした。これについて、トレーナーが
次のような的を射た感想を述べていました。
　「ハウツー審査は、全く新しい考え方であり、
ＫＮ–ＲＣＩの検証レベル向上に非常に役立つも
のと期待している。ＫＮ–ＲＣＩは是非取り入れ
たいと考えている。しかし、質問表は、事前に
目を通し、検証要領も読んだが、読んだだけで
は質問の狙いまでは理解できなかった。質問の
狙いについて何度も説明を受け、実地訓練を積
む毎にその深さがわかってきた。候補生がその
深さを理解するにはもっと時間が必要と思う」

　今までＡＳＥＡＮ諸国に対しキャパシティ・ビ
ルディングを行ってきた経験から、これが成功
する鍵がわかってきました。まず会員企業を動
かす権限を持つキーマンが支援受け入れに熱心
であること。また、キーマンはある任期で交代
するのではなく専従であること。キーマンとは
別に、指導された技術事項を全てマスターし、
支援終了後代わりに教育・訓練ができる専門家
が特定できること。熱心で能力あるキーマンと
専門家の特定が支援成功の鍵と言えます。この
観点から見て、インドネシアは期待できます。
　システム・制度は構築できても、運用する人
の育成ができなければ、システム・制度はすぐ
無用の長物と化します。キャパシティ・ビルディ
ングとはつまるところ人材育成であると改めて
痛感させられました。
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●● 今年は冬だというのに手袋をつけることもなく、春を迎えようとしています。

温暖化のせいでしょうか？

●● 裏表紙の写真のように、既に東京小石川植物園では梅が満開です（２月初め）。

●● さて今回は各地で地域対話、対話集会が開催された状況を掲載いたしました。

いずれも幹事の会社（事業所）の方々は準備に運営に大変であったとお察しします。

ご苦労様でした。

表紙写真：ユリカモメ
撮影：新井　洸三
（元ＪＲＣＣ職員）
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梅が見頃です（東京：小石川植物園）　　　　　　　　（日化協職員　石綿さん）

☆会員動向（会員数：１００社　２００９年１月末現在）

☆行事予定

３月 企画運営委員会　ＲＣ賞の決定
３月１５日 先生との対話
３月２６〜２７日　ＰＳワークショップ（タイ）
４月１７〜１８日　ＲＣＬＧコアメンバー会議（フロリダ）
５月２８日 ＪＲＣＣ、日化協総会　安全表彰表彰式


